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仕様書に基づき、他国のバイ・ドール制度及び類似制度の実態を把握し、日本版バイ・ドール制度の改

訂の必要性有無及び今後の政策立案に有用な知見を得ることを目的として推進した

0. 背景と目的

⚫ 本活動を通じて、米国、ドイツ、フランス、英国、シンガポールの5ヵ国を対象に各国のバイ・ドール制度および類似制度の

特徴と運用実態を把握した。

各国のバイ・ドール制度および類似制度の特徴と運用実態の把握
⚫ 各国の制度の基本構造（法体系、制度体系、制度の適用・非適用の条件等）

⚫ 外国企業への技術流出防止策

⚫ 国家安全保障に関連する研究の取扱い

⚫ 産学連携の状況

⚫ 研究成果の商業化動向

⚫ バイ・ドール制度に関連する各種法令・制度との相互作用あるいはそれらがバイ・ドール制度をオーバーライドする場合の影響

背景に対するNRIの理解

本事業の実施内容

⚫ 1980年に米国で制定されたバイ・ドール制度（Bayh-Dole Act）は、我が国でも知的財産制度の重要性が認知され

1999年に導入されたが、平成21年の国費による研究成果の国外流出防止のための権利の移転や専用実施権の許諾

等における事前承認制の導入、平成30年の不正競争防止法等の一部を改正する法律25条により関連規定が産業技

術力強化法17条に移されたこと以外に大規模な見直しは行われないまま現在に至る

⚫ 一方、米国においては、1984年、2000年、2009年、2023年など、バイ・ドール制度の複数回の改訂がなされている

⚫ 近年、経済安全保障の重要性の高まりや、国際情勢の変化に伴う技術流出リスクの増大が示唆されており、また、デジ

タル技術の急速な進歩やオープンイノベーションの台頭などの新しい動きもある

⚫ このような社会経済の変化に合わせて、日本版バイ・ドール制度も改訂する必要性がある可能性があり、他国で導入され

ているバイ・ドール制度及び類似制度の特徴及び運用実態、特に経済安全保障とイノベーション促進の両立に向けた国

際的な取り組みの現状を把握することで、改訂の必要性有無や改訂の方向性を検討する必要がある
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各調査項目における実施タスクは以下の通り

0. 背景と目的

(1)-1 各国のバイ・ドール制度調査 (1)-2 類似点・相違点の整理 (1)-3 相違理由の背景確認

基本方針 各国のバイ・ドール制度および類似制度の特

徴と運用実態を取り纏める

• 日本版バイ・ドール制度と各国のバイ・ドー

ル制度の類似点・相違点について整理す

る

主要な国のバイ・ドール制度および類似

制度の改訂履歴と改訂の理由を調査・

整理する

業務内容 ✓ 対象国特定

米国、ドイツ、フランス、英国、シンガポー

ルを対象とした

✓ 特徴と運用実態調査

以下の点で取り纏めた

➢ 外国企業への技術流出防止策

➢ 国家安全保障に関連する研究の取

扱い

➢ 産学連携の状況

➢ 研究成果の商業化動向

➢ バイ・ドール制度に関連する各種法

令・制度との相互作用あるいはそれ

らがバイ・ドール制度をオーバーライドす

る場合の影響

✓ 類似点・相違点についての整理

Task (1)-1の調査観点を踏まえ、各国の

バイ・ドール制度、或いはバイ・ドール制度の

日本版バイ・ドール制度との類似点・相違

点を整理する

マトリクス表等を用い整理する

✓ バイ・ドール制度で考慮すべき項目を特定

する

上記に基づき、日本版バイ・ドール制度の

課題点の解決に繋がるポイントを特定する

✓ 改訂履歴調査対象国の特定

Task (1)-1,2で調査した内容から、バ

イ・ドール制度と類似の制度の利用が

活発な国や時代の流れに応じて改定

を行っている国を特定する

✓ 改訂履歴の調査

上記で特定した国の改訂履歴、及び

改訂の理由、背景などを調査する

産学連携に係る調査

✓ 産学連携のための体制調査

技術移転組織等の産学連携を促す

ための仕組みのベストプラクティスを把

握する
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日本では国の財産（知財含む）の提供にあたり国が適切な対価を得るとする財政法が存在する。他

国では明確に対価を求める記述は見当たらず、公共利用や目的に沿った利用を求める規定がされる

1.1. バイ・ドール制度或いはバイ・ドール制度に類似する制度を有する国の概要

国 公的資金の提供に関する法

日本 財政法第九条
「国の財産は、法律に基く場合を除く外、これを交換しその他支払手段として使用し、又は適正な対価なくしてこれを譲渡し若しくは貸し付

けてはならない。」とあり、知財を含む国の財産を譲渡される場合は対価を渡すことが求められる。

米国 Federal Acquisition Regulation (FAR、連邦調達規則)

納税者の資金の適切な使用と研究契約における説明責任を確保するための規定を記載する。FARでは、連邦政府と契約を締結する際の

知的財産権の取り扱いにBayh-Dole Actの要件が反映されており、Bayh-Dole Actに基づき特許権を受託者が所有できること、及びそのた

めの条件などを規定する。

41 US Code§6301～6304

政府契約の透明性、競争性、公正性を確保するための連邦調達方針、手続き、規制を規定する。契約の締結、公共調達の管理、小規

模企業の参加や不正防止などの問題に対処するための基準を概説している。

ドイツ Bundeshaushaltsordnung（BHO、ドイツ連邦予算法）

補助金の割り当てや権限の付与について規定される。資金補助が必要と考えられる場合にのみ補助金が支給され、適切な使用の証明や

公共の利益を満たすものである点が求められる。国からの資金を得てプロジェクトを進める受託者は所管の連邦省の監督対象となる。

Subventionsgesetz（SubvG、補助金不正使用防止法）

補助金を申請時点での目的にのみ使用することを定める。

Vergabeverordnung（公共調達規則）

公共機関が委託を含む調達を行う場合の情報開示や手続き等を記載する。

フランス Loi organique relative aux lois de finances （LOFL、公共財政法）

公的資金の支出や管理に関する一般原則を定める。

Code des juridictions financières（金融管轄法典）

監査院、地方および準州の会計院、および予算財政規律裁判所などの関連機関に関連する規定を定める。

英国 The Public Contracts Regulations 2015（公共調達規則）

公共部門の調達手続きを規定し、公共契約の締結における透明性、無差別、公正な競争を確保する。

シンガポール Financial Procedure Act 1966

公的財政の管理と運営、入手、保管、処分、公的資金の徴収、保管、支払いの手続きおよびこれらに関連する事項を含む財務および会

計手続きを規定する
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ドイツ、フランスでは、日本の民法同様に委託契約について記述する法が存在する。ただし、委託契約で

生じる成果物には知的財産を含まず、知的財産の所有権は個別契約で定めることが一般的である

1.1. バイ・ドール制度或いはバイ・ドール制度に類似する制度を有する国の概要

◼ ドイツ、フランスでは請負契約において成果物を引き渡す義務が規定される。米国では、UCCや個々の契約がベース、英国、シンガ

ポールでも個々の契約がベースとなる。

国 委任契約・請負契約を規定する法

日本 民法 第六百三十二条 請負

請負契約は、一方が仕事の完成を約束し、相手方がその報酬を支払うことで成立する。報酬は、完成した仕事の目的物を引き渡す際に支払うのが

原則と規定される。

民法 第六百四十六条 受任者による受取物の引き渡し等

委任とは、法律行為や事務処理を相手方に委託する行為である。受任者は、委任事務を遂行する中で受け取った金銭や物を委任者に引き渡し、そ

の果実も同様に扱わなければなりません。また、受任者が委任者のために取得した権利は、委任者に移転しなければならないと規定される。

米国 契約法 (Contract Law)

主に慣習法の産物として発展したが、法典化されておらず、基本原則は過去の判例に基づいた判断が行われる。委託契約のようなサービス提供契約

においては、成果物の受け渡し等の規約を契約書に明記することが一般的。裁判所の判断においては、州法、個別の契約事項に基づく。従い、サービ

ス提供を主目的とする委託契約における成果物の引き渡しについての法における明記はない。

物品の提供を主目的とする場合は、統一商事法典が適用される。

統一商事法典 (The Uniform Commercial Code, UCC) 
UCCは、米国におけるすべての商取引を規定する包括的な法律集であり、契約で約された物品の受け渡しのタイミングや検査についての規定がされるが、

業務の過程で生まれた成果物についての明確な規定はない。

ドイツ Bürgerliches Gesetzbuch (ドイツ民法典) 

委任契約とは無償で行われるものである。委任業務を遂行するために受領した全てのものとその過程でから得た全てを委任者に提供する義務がある。

請負契約は、約束した成果物を受け渡し、報酬を受け取る契約である。特に契約で定めがない限り知的財産は受託者に留まる。

フランス Code civil（フランス民法）

委任契約とは行政行為を対象とした無償で行われるものであり、委任業務遂行の過程で受領したすべてのものを委任者に引き渡す義務がある。また、

「研究/調査」を含む委託契約では著作物等を完成させる義務がある。

英国 民法第632条（請負契約）に直接該当する法律はなく、個々の契約や判例で成果物に対する義務が決まる。

シンガポール 民法第632条（請負契約）に直接該当する法律はなく、個々の契約や判例で成果物に対する義務が決まる。

*: バイ・ドール制度或いは類似の制度の対象特許のみならず、特許全般に適用される
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日本では特許権等は慣習的に国に帰属させていたと考えられる。米国ではBayh-Dole Actに従う他、

省によっては省の所有を求める。ドイツ、フランス、英国、シンガポールでは国に帰属させる考え方は一般

的ではない

1.1. バイ・ドール制度或いはバイ・ドール制度に類似する制度を有する国の概要

国 契約条項・ガイドラインから見た特許権の帰属先の傾向

日本 バイ・ドール制度が制定される前より、国の委託事業においては、慣習的に契約等に基づき、知的財産は国に帰属していた。現在でも、国の委託事業

において知的財産が国に帰属する内容を契約に含むことが一般的であるが、バイ・ドール制度により条件を満たす場合に国が特許権等を譲り受けない

ことができるとされた。

米国 Bayh-Dole Actに従うこと、すなわち、一定の条件下で発明をおこなった機関が特許権等を所有することが一般的である。

例えば、National Institutes of Health（NIH、米国国立衛生研究所）やUS National Science Foundation（NSF、全米科学財団）は第三者

機関等に研究助成を行うことがあるが、受託者がBayh-Dole Actに従い報告することや連邦政府の権利を認めることを研究助成金を受け取る条件と

している。

一方で、省によっては、独自の規定を設けることもあり、Department of Energy（DOE、エネルギー省）は、小規模企業及び非営利団体には特許権

の所有を認めつつ、大企業への委託事業においてはDOEが特許権を所有するとしている。また、国防の観点から、Department of Defense（DOD、

国防総省）の下で行われる研究成果はDODの管理を受ける。

ドイツ 個別契約に従うが、発明者保護がベースにあり、発明を行った機関に帰属することが一般的である。

例えば、大学や研究機関等に助成を行う機関の１つであるThe German Research Foundation（ドイツ研究財団）は研究機関に発明の特許の

申請及び知財権の主張を求めている。

配下に複数の研究機関を持つMPG、Fraunhofer（フラウンホーファー）、Helmholtz-Gemeinschaft（ヘルムホルツ協会）も、配下の研究機関や共

同研究機関が特許権を所有することを認めている。

フランス 個別契約に従うが、特許法に基づき、発明を行った機関或いは資金を提供する機関に帰属することが一般的である。

大学や研究機関等に助成を行う機関の１つであるNational Research Agency (ANR)は、研究を行った機関が知的財産権を所有することを認めて

いる。Bpifranceは資金を提供した事業の中で創出された知的財産権をBpifranceが所有することを契約条項の中で求めている。

CNRS, INSERM, INRIA,CEA, INEDは自身も研究を行う研究機関であり、研究の成果である知的財産権を所有または、協同研究者と共同所有する。

英国 個別契約に従うが、発明者保護がベースにあり、発明を行った機関に帰属することが一般的である。

Innovate UK, Research Englandは共にUKRIの一部門で英国における研究活動の支援を行うが、いずれも、発明を行った機関が知的財産を所有す

ることを認めている。

シンガポール 個別契約に従うが、発明者保護がベースにあり、発明を行った機関に帰属することが一般的である。

National Research Foundation (NRF)・Agency for Science, Technology and Research （A*STAR）では、まずは研究機関に帰属するが、契

約条項が優先され、契約で合意された内容に基づく。
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韓国、インドは米国Bayh-Dole Actを一部参照したバイ・ドール制度に類似する制度を有する

1.1. バイ・ドール制度或いはバイ・ドール制度に類似する制度を有する国の概要

エリア 国 制度名 概要

アジア 韓国 技術の移転及び事業化促

進に関する法律

(Technology Transfer 

Promotion Act)

• 2000年、研究成果を企業や産業界に移転し、技術の商業化を促進することを目的として導入された。国家、地

方自治団体または公共機関は、公的資金による研究で生まれた発明に対して特許権利化するなど知識財産権

を確保しようとする努力をしなければならず、研究した参加機関に適切な権益を保障することを求めている。また、

特別に必要な場合には政府が研究成果を無償で譲渡できる権利や、政府が技術移転・事業化の促進に必要な

基礎資料を確保するために技術移転・事業化に関する実態などを調査することができる実態調査など、政府が一

定の関与をすることを認めている。
• 韓国は技術の移転及び事業化促進に関する法律において、技術取引、技術評価の専門人材など一定の要件を

備えた法人を技術取引機関または評価機関として指定している。これらの機関を設置し、一定要件を満たさない

場合には指定から除外するなどの罰則を設けることによって、技術の移転及びライセンス設定などを促進し、開発さ

れた技術をアイデアにとどまらず事業化に結びつけることを目指している。その他、大学技術移転機関（TLO）や特

許専門管理会社（Non Practicing Entity）も特許の活用に貢献している。

インド 公的資金による知的財産

の保護と活用法案

(Protection and 

Utilization of Public 

Funded Intellectual 

Property Bill)

• 2008年に米国のバイ・ドール制度をモデルとして策定された。公的資金による研究から生じるあらゆるイノベーションに

対して明確な知的財産権を設定し、またこれらのイノベーションを商業的に活用することを研究機関に義務付けてい

る。公的資金で知的財産を創出した研究者の報告の義務付け、研究者がインセンティブとして商業化された知的

財産から得た正味ロイヤルティの少なくとも30％を受け取る権利、商業化とインセンティブ、知的財産の開示制限

による保護等について記載している。この法案は、発明者が30日間の予告なしに知的財産を公開することの禁止、

及び商業化の可能性がある場合の知的財産の保護を義務付けており、違反した場合は罰金や政府補助金の返

還などの罰則が科されるとされている。

*: バイ・ドール制度に類似する制度を有する国を一部抜粋、

出所：新興国等知財情報データバング、SpecialPortal China, PRS LEGISLATIVE RESEARCH







































































55Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

国防に関する研究については、情報の公開が制限される

1.3. 対象国における制度の詳細｜米国｜【国家安全保障に関連する研究の取扱い】

United States Code Tittle 

351

政府が財産権を有する発明

について、出願の公表または

特許権の付与による公表また

は開示の制限について規定さ

れる

DFARS（国防調達規則）

252.204-7000 Disclosure 

of Information

請負事業者の契約内容及び

契約に関連する情報の開示

が禁止される旨規定される

規則の引用

CHAPTER 17—SECRECY OF CERTAIN INVENTIONS AND FILING APPLICATIONS IN FOREIGN COUNTRY

§181. Secrecy of certain inventions and withholding of patent

Whenever publication or disclosure by the publication of an application or by the grant of a patent on an invention in which the Government has 

a property interest might, in the opinion of the head of the interested Government agency, be detrimental to the national security, the 

Commissioner of Patents upon being so notified shall order that the invention be kept secret and shall withhold the publication of the application 

or the grant of a patent therefor under the conditions set forth hereinafter.

Whenever the publication or disclosure of an invention by the publication of an application or by the granting of a patent, in which the 

Government does not have a property interest, might, in the opinion of the Commissioner of Patents, be detrimental to the national security, he 

shall make the application for patent in which such invention is disclosed available for inspection to the Atomic Energy Commission, the Secretary 

of Defense, and the chief officer of any other department or agency of the Government designated by the President as a defense agency of the 

United States.

…

An invention shall not be ordered kept secret and the publication of the application or the grant of a patent withheld for a period of more than 

one year. The Commissioner of Patents shall renew the order at the end thereof, or at the end of any renewal period, for additional periods of 

one year upon notification by the head of the department or the chief officer of the agency who caused the order to be issued that an affirmative 

determination has been made that the national interest continues so to require. An order in effect, or issued, during a time when the United 

States is at war, shall remain in effect for the duration of hostilities and one year following cessation of hostilities…

Title 35 of the United States Code – Patents, Part II - Patentability of Inventions and Grant of Patents, CHAPTER 17—SECRECY OF CERTAIN INVENTIONS AND 
FILING APPLICATIONS IN FOREIGN COUNTRY; https://uscode.house.gov/browse/prelim@title35/part2/chapter17&edition=prelim

DFARS (Defense Federal Acquisition Regulation Supplement) 252.204-7000 Disclosure of Information

(a) The Contractor shall not release to anyone outside the Contractor's organization any unclassified information, regardless of medium (e.g., film, 

tape, document), pertaining to any part of this contract or any program related to this contract, unless—

(1) The Contracting Officer has given prior written approval;

(2) The information is otherwise in the public domain before the date of release; or

(3) The information results from or arises during the performance of a project that involves no covered defense information (as defined in the 

clause at DFARS 252.204-7012 ) and has been scoped and negotiated by the contracting activity with the contractor and research performer and 

determined in writing by the contracting officer to be fundamental research (which by definition cannot involve any covered defense

information), in accordance with National Security Decision Directive 189, National Policy on the Transfer of Scientific, Technical and Engineering 

Information, in effect on the date of contract award and the Under Secretary of Defense (Acquisition and Sustainment) memoranda on 

Fundamental Research, dated May 24, 2010, and on Contracted Fundamental Research, dated June 26, 2008 (available at DFARS PGI 204.4 ).

(b) Requests for approval under paragraph (a)(1) shall identify the specific information to be released, the medium to be used, and the purpose 

for the release. The Contractor shall submit its request to the Contracting Officer at least 10 business days before the proposed date for release.

(c) The Contractor agrees to include a similar requirement, including this paragraph (c), in each subcontract under this contract. Subcontractors 

shall submit requests for authorization to release through the prime contractor to the Contracting Officer.

DFARS 252.204-7000 Disclosure of Information; https://www.acquisition.gov/dfars/252.204-7000-disclosure-information.

1 Title 35 of the United States 

Code – Patents, Part II -

Patentability of Inventions and 

Grant of Patents, CHAPTER 

17—SECRECY OF CERTAIN 

INVENTIONS AND FILING 

APPLICATIONS IN FOREIGN 

COUNTRY; 

https://uscode.house.gov/bro

wse/prelim@title35/part2/cha

pter17&edition=prelim
2 Acquisition.Gov DFARS, 

252.204-7000 Disclosure of 

Information.; 

https://www.acquisition.gov/df

ars/252.204-7000-disclosure-

information.
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日本以外の対象国においては、国有財産の不正利用を防ぐための記述は見られるが、財産の譲渡にあ

たり対価を求める記述は見当たらない

2. 日本版バイ・ドール制度との類似点・相違点｜サマリ

国
国有財産の譲渡にあたり対価を求める記述の

有無

公的資金による研究成果の国への

帰属の有無

国に帰属する発明を研究機

関に帰属させる制度の有無

民間契約における発明に

係る権利の帰属

日本 適正な対価なくしてこれを譲渡し若しくは貸し

付けてはならない（財政法）との定めがある

過去からの商習慣として、バイ・ドー

ル制度が適用されない場合、契約

等により国に帰属することが一般的

バイ・ドール制度により、一定の

条件を満たす場合に研究機

関や大学に帰属する

発明者に原始的に帰属

する。委託者が取得を望

む場合は契約で明記する

米国 適切な使用と説明責任（連邦調達規則）、

政府の目的達成に必要な行動の支援（US 

Code）が求められるが、対価を求める記述は

見当たらない

連邦政府の各機関が統一した基

準を有していなかったが、メモランダ

ムにより公的資金を利用した研究

は政府に帰属するとされた

Bayh-Dole Actにより、開示

要件を満たし、権利の取得の

意思表示を行った場合に研究

機関や大学に帰属する

発明者に原始的に帰属

する。委託者が取得を望

む場合は契約で明記する

ドイツ 適切な使用の証明や公共の利益を満たす

（連邦予算法）ことや、申請時の目的に限る

（補助金不正使用防止法）ことが求められる。

公共調達にあたり対価を求める記述は見当た

らない

出願人主義が基本であり、国に帰

属する考え方はない

出願人主義が基本であり、国

に帰属する考え方はない

発明者に原始的に帰属

する。委託者が取得を望

む場合は契約で明記する

フランス 不正防止等のため、公的資金の支出や管理

に関する一般原則（LOFL、公共財政法）が

定められるが、対価を求める記述は見当たらな

い

出願人主義が基本であり、国に帰

属する考え方はない

出願人主義が基本であり、国

に帰属する考え方はない

発明者に原始的に帰属

する。委託者が取得を望

む場合は契約で明記する

英国 公共契約の締結における透明性、無差別、公

正な競争を確保するため、The Public 

Contracts Regulationsが存在するが、対価を

求める記述は見当たらない

出願人主義が基本であり、国に帰

属する考え方はない

出願人主義が基本であり、国

に帰属する考え方はない

発明者に原始的に帰属

する。委託者が取得を望

む場合は契約で明記する

シンガポール 公的財政の管理と運営等を定めるFinancial 

Procedure Actが存在するが、対価を求める記

述は見当たらない

出願人主義が基本であり、国に帰

属する考え方はない

出願人主義が基本であり、国

に帰属する考え方はない

発明者に原始的に帰属

する。委託者が取得を望

む場合は契約で明記する
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日米では、適用条件を満たさなかった場合に、発明機関は発明に係る権利を取得できないとしている。

加えて、米国では国家安全に係る研究などでは連邦政府や連邦機関が発明に係る権利を取得する

2. 日本版バイ・ドール制度との類似点・相違点｜【 基本構造（制度の非適用の条件）】

国 内容

日本 • 適用条件に合意しない、或いは満たさなかった場合は適用対象外として、発明に係る権利を国が譲り受ける

• 補助・助成事業は日本版バイ・ドール制度の適用対象外

• 権利者となる者に権利行使やライセンス活動を十分に行う体制がない場合や再委託先の権利を受託者に集約する必要がある場合、

または、将来事業化を担う技術研究組合（CIP）を設立し、そこに権利を集中させる場合等、知財合意書などで個別のプロジェクトや

機関ごとに決定されることもある

米国 • 報告を怠った場合など、適用条件を満たさなかった場合、権利を取得できる権利を失う

• 研究以外を目的とした助成金（旅行助成金、会議助成金、訓練助成金）にはBayh-Dole Actは適用されない

• 省庁が個別に規則やガイドラインを作成している場合は、それらの規制も受ける

• 大統領令12591に基づき、バイ・ドール制度の適用には、企業の大きさに依存しないとされたが、各連邦政府機関の規則やガイドライン、

個別の資金提供契約も影響する

• 法律に明記されている以下の状況では、 Bayh-Dole Actは適用されず、 発明は連邦政府または連邦機関に帰属する：

• 対外諜報活動または防諜活動に関与する政府当局が、受託者に所有権を保持させると諜報活動の安全が脅かされると判断し

た場合

• DOEの下で政府所有で受託者が運営する施設（Government-owned, Contractor-operated、GOCO）での研究によって生

まれた発明に係る権利の所有を選択する権利は、海軍の原子力推進または兵器プログラムに関連する発明に限定される

ドイツ • 国に発明が帰属する制度がないため、非適用の条件はない

• 職務発明が非適用となる条件は特にないが、適切な報告を従業員が行わなかった場合には、Gesetz über

Arbeitnehmererfindungen（ドイツ職務発明法）に基づく権利や保護を失う可能性がある

フランス • 国に発明が帰属する制度がないため、非適用の条件はない

• 契約で明示的に委託した研究や調査の履行以外で生まれた発明は、職務の遂行によって生まれたとしても発明者に帰属する

英国 • 国に発明が帰属する制度がないため、非適用の条件はなく、職務発明が非適用となる条件も特にない

シンガポー

ル

• 国に発明が帰属する制度がないため、非適用の条件はなく、職務発明が非適用となる条件も特にない

注：特許として認められない条件を除く
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日本では、バイ・ドール制度が適用される発明は、必要に応じ、国に無償で実施許諾することが求められ

る。米国においても、必要に応じて連邦政府は第三者へのライセンスを強要できる。また、米国Bayh-

Dole Actは米国製造を求める点が他国にはない特徴である

2. 日本版バイ・ドール制度との類似点・相違点｜ 【その他、他国と比較した特徴】

国 内容

日本 • 国が公共の利益のために必要があと判断された場合、当該知的財産権を無償で国に実施許諾することが要件となっている

• バイ・ドール制度が適用される安保研究制度においては、「自らの用に供するため又はその他に必要があるとしてその理由を明らかにして

求める場合」とあり、防衛装備庁の求めに応じて無償で実施許諾することが義務付けられている

• プロジェクト期間中の実施はバックグラウンドIPについても当事者間に有償とする合意がない限り無償実施が許諾される1。また、事業化

においても合理的な理由がない限りプロジェクトの成果の事業化に必要な範囲で有償/無償での実施許諾が義務付けられる

米国 • 以下にあてはまる場合、連邦政府機関が受託者に対して対象発明を第三者に対して技術の実施権を付与することを強制できる

• 特許権者が対象発明の実用化を達成するための有効な措置を講じていない場合

• 特許権者が満たしていない健康または安全上のニーズを軽減するための措置が必要な場合

• 連邦規則で定められた公共の使用を満たすために措置が必要な場合

• 特許権者が米国内で実質的に製造できなかった場合

• バックグラウンドIPが対象発明の実用化に必須である場合、連邦政府機関は、第三者に技術の実施権を付与することを求めることが可

能2

• 受託者が、米国での独占的ライセンスを他者に与えるためには、その他者が「対象発明」を具体化する製品または、「対象発明」を実施

する製品を実質的に米国内で製造することに合意することが条件。受託者から「対象発明」の譲渡を受けた譲受人が第三者に技術の

実施権を付与する場合にも適用される。合理的な努力をしても、類似の条件状況下で、米国内で製造することができるライセンシーを

探すことが困難である、または、米国内での製造が現状に基づき経済的観点から実現不能であることを受託者等が立証した場合には、

連邦政府機関が米国内での製造制限を放棄することが可能

出所
1 知財管理, 日本版バイドールと契約実務; https://innoventier.com/wp-content/uploads/2018/09/52c7047d2bb9d9b838becd43303f5534.pdf
2 JETRO, 日本企業が米国大学等と技術に関連して連携する際の留意点; https://www.jetro.go.jp/ext images/ Ipnews/us/2023/202303.pdf
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ドイツ、フランス、英国、シンガポールにおいても、公共の利益のためなど必要な場合に国がライセンスを取

得、或いは第三者に実施権を付与する強制実施権を認めるが、公的資金による研究の発明に限らない

2. 日本版バイ・ドール制度との類似点・相違点｜ 【その他、他国と比較した特徴】

国 内容

ドイツ • 公共の利益のために必要と判断される場合や、合理的な条件下で特許権を使用する同意を得られない場合等の一定の条件を満たす

場合に連邦特許裁判所は発明を商業的に使用する排他的権限を第三者に付与する

フランス • 十分に発明が実施されていない場合や育種者が特許を侵害することなく植物品種の権利を取得または活用できない場合、公衆衛生の

利益に必要な場合に公法または私法に準拠する者は強制ライセンスを取得できる

• 国は国防上必要な際に発明の実施権を取得することができる。また、特許の発明の全部または一部を収容できる。

英国 • 特許権者がWTO 加盟国の者である場合と特許権者が非WTO 加盟国の者である場合に分けて強制実施権を規定する。特許権者が

WTO加盟国に属する場合、国内の需要が満たされていない場合や特許権者が合理的条件下で実施を拒絶した場合や、特許権者の

化する条件が不当な場合などに特許付与の日から3年経過した後は、誰でも長官に対して強制実施権の請求ができる。

• 必要不可欠な医薬品や技術へのアクセスを確保するなど、公共の利益に関わる場合、特に特許権所有者が公共の需要に応えられな

い場合に第三者に実施権を付与する強制実施権も定められている

シンガポー

ル

• 政府及び政府から授権された者が、公共の非営利目的、国家の非常事態或いは他の緊急事態において、発明に関し如何なることも

行うことができる権利を認める。また、当該者は、関係保健製品の輸入や当該製品に関して何らかの行為を行うことができる
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各国共に輸出規制を採っており、国家安全に影響のある技術の輸出を、情報の伝達による輸出も含め

て規制する。米国は再輸出も規制の範囲に含めている

2. 日本版バイ・ドール制度との類似点・相違点｜ 【国家安全保障に関連する研究の取扱い（技術の輸出）】

国 内容

日本 • 輸出貿易管理令（輸出令）及び外国為替令（外為令）にて、指定された軍事転用の可能性が特に高い機微な貨物に該当する場

合には、貨物の輸出先や技術の提供先がいずれの国であっても事前に経済産業大臣の許可を受ける必要があると規定されている（リ

スト規制・キャッチオール規制の2つから構成される）

• 経済安全保障推進法にて特定技術の流出の管理を強化

• 不正競争防止法において、外国企業や組織による日本の技術の不正取得を制限し、技術流出リスクを抑制

• 国境をまたぐ技術の輸出に加え、日本国内の居住者から非居住者に対する技術の提供を管理するが、入国後６ヶ月経過後または国

内の事務所に勤務する外国人は居住者として対象外となる

• 技術の再輸出は管理されていない

• 基礎科学技術や、学会発表・論文発表・特許出願等により公知となった技術については、貿易管理の対象外

米国 • 輸出規制（EAR）によってバイオメトリクスやAI技術、国防関連の技術が制限される。具体的には、Commerce Control Listと

Commerce Country Chartを参照し、輸出管理規則で規制されている技術を規制国に輸出する場合、事前に産業安全保障局の輸

出許可の取得が必要となる

• 再輸出や、米国内の外国人（米国籍を持たず、永住権を持たない者）に対する技術開示も対象となる

ドイツ • Außenwirtschaftsgesetz（外国貿易法）により、国家安全保障、平和的共存、外交関係や治安に影響を及ぼし得る技術、ドイツ

国内の健康と生命を守るための重要なニーズを満たす技術、または競争上の優位性にとって極めて重要な情報は輸出が規制される

フランス • EU Regulation 2021/821 （デュアルユース規制）及びThe Export Controls Order 02-2024（輸出管理規制02-2024）に基づき、

公共の安全上の懸念のある技術は輸出が規制される

英国 • Export Control Act 2002及びExport Control Order 2008に基づき、特に軍事用途やデュアルユース技術（民生用と軍事用の両方

に使用可能な技術）に関連する、機密性が高い、または輸出されると有害な可能性があるとみなされる有形資産、無形資産の国外へ

の輸出が規制される

シンガポー

ル

• 戦略物資（管理）法（Strategic Goods (Control) Act）及び戦略物資（管理）規定（Strategic Goods (Control) 

Regulationsに基づき、戦略物質及び関連技術、兵器、ミサイル等の国家安全に関わる技術は電子的なものも含めて取引や移転が

制限される



151      

いずれの国においても特許の外国出願の前に国家安全への影響が審査され、懸念がある場合は移転や

出願の制限を受ける

2. 日本版バイ・ドール制度との類似点・相違点｜ 【国家安全保障に関連する研究の取扱い（外国出願）】

国 内容

日本 • 1948年の特許法の一部改正に伴い秘密特許制度が廃止されたが、「経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に

関する法律（令和４年法律第43号）」において、特許出願非公開制度を導入した。1

• 特許庁での全て1の特許出願に対して行われる第一次審査と、内閣府での保全審査の二段階で非公開にするかどうかが審査される。

保全審査対象となった発明は、外国出願が禁止される。1

• 国家及び国民の安全を損なう事態を生ずるおそれが大きい発明が含まれ得る、或いは経済活動やイノベーションへの影響が大きい特定

技術に該当する発明で保全指定された場合は定められた1年以内の範囲で保全指定の期間（期間延長の必要があり、延長された場

合はその期間）が終了するまで公開、発明の実施、外国出願が制限される。1

米国 • 「合衆国政府が財産上の権利を有する発明」では、関係政府機関の長の見解により国家の安全を害すると判断された場合に、特許局

長はその旨の通知を受け、特許局長が秘密を保持すべき命令を出願人に通知し、出願の公開及び特許の付与が留保される。2

• 「合衆国政府が財産上の権利を有さない発明」では、特許局長の見解により国家の安全を害すると判断された場合に、当該特許出願

を原子力委員会、国防長官及び大統領が合衆国の防衛機関として指定する政府の他の部門又は機関の主席官の調査に委ねる。2

• DoD（国防総省）との契約に基づき、生まれた技術は政府が全部或いは一部を管理し、必要な場合は政府が利用することができる

ドイツ • 自国第一国出願の義務は明確に規定されていない。国家の安全保障に関連する特許出願について、ドイツ特許庁（DPMA）は特定

の技術情報が秘密にされるべき場合、出願を「秘密特許」として分類し、出願者が技術情報を国外に移転したり、外国で特許を出願し

たりすることが制限される

• Verschlusssachenanweisungにより、技術が機密情報と判断された場合、公開や出願が制限される場合がある

フランス • Code de la propriété intellectuelle（フランス知的財産法典）に基づき、国防大臣は、特許出願に関してInstitut National de la 

Propriété Industrielle（知的財産庁）に内密に相談する権限を所有する。また、許可を得るまで外国出願をすることはできない

英国 • 国家安全保障に影響する可能性のある情報や軍事技術に関連する情報を含む場合、閣内大臣の通告により、特許出願の公開を制

限することを認める。外国出願の制限期間は、少なくとも 6 週間であり、指示がないか取り消されるまで維持され、発明は許可なく海外

出願、或いは情報伝達をすることが禁止される

シンガポー

ル

• 国際公開が行われる前に、審査と潜在的な安全性評価を行う。シンガポール居住者は、シンガポール国外に特許出願を行う前に、会

計検査官から書面による許可を得なければならない。外国に出願する前に、出願人はまず、少なくとも2ヶ月前にシンガポール登録簿に

同じ発明を出願しなければならない

• 登録官は、公表されたならばシンガポールの防衛上不利益となる虞がある発明を公表や伝達の禁止或いは一部制限をすることができる

出所：1 内閣府政策統括官（経済安全保障担当）,経済安全保障推進法の 特許出願の非公開に関する制度のＱ＆Ａ; https://www.cao.go.jp/keizai anzen hosho/suishinhou/patent/doc/patent qa.pdf
2 令和4年度特許委員会第1部会,特許出願非公開制度に関する諸外国の制度の調査結果; https://jpaa-patent.info/patent/viewPdf/4432
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いずれの国においても、発明技術が国家安全に関わる情報を含む場合は、技術の輸出が制限される

2. 日本版バイ・ドール制度との類似点・相違点｜ 【関連する各種法令・制度との相互作用あるいはそれらがバイ・ドール制度をオーバーライドする場合の影響】

国 内容

日本 • 輸出貿易管理令（輸出令）及び外国為替及び外国貿易法（外為令）、不正競争防止法：規制リストに含まれる技術の輸出は

制限される。国家安全に関わる可能性のある技術の開発にあたっては、内容を報告しなければならない

• 特許法：原則、出願主義であり、先に出願した者が特許を所有するが、バイ・ドール制度が優先される。

米国 • 輸出管理規則（Export Administration Regulations, EAR）、経済制裁法（Economic Sanctions Laws）：国家安全保障に関

わる可能性のある技術は公開や出願、輸出が制限される場合がある

• 連邦技術移転法（FTTA）：連邦政府の研究所で連邦政府資金により開発された発明の場合等、FTTAとBayh-Dole Actの両方が

適用される場合がある

ドイツ • ドイツ外国貿易法（Außenwirtschaftsgesetz）やVerschlusssachenanweisungにより、国家安全に関わる技術などの公開、出願や

輸出が制限される可能性がある

• 特許性の要件や出願手続き等は、特許法（Patentgesetz）に基づく。また、ソフトウェアや技術的デザインなど、発明の内容によっては、

著作権法（Urheberrechtsgesetz）の影響も受ける

• European Patent Convention（ヨーロッパ特許条約）：EPCの締約国であり、欧州特許庁（EPO）を通じた特許出願を認めている

フランス • Loi n° 99-587 du 12 juillet 1999（Loi Allegre）：大学や研究機関が取得する特許の管理や商業化に関連する規定を定めており、

特許を企業にライセンス供与する場合や、発明を事業化するために企業や設立をする場合に影響を受ける

• European Patent Convention（ヨーロッパ特許条約）：EPCの締約国であり、欧州特許庁（EPO）を通じた特許出願を認めている

• EU Regulation 2021/821 （デュアルユース規制）及びThe Export Controls Order 02-2024（輸出管理規制02-2024）に基づき、

公共の安全上の懸念のある技術は輸出が規制される

英国 • 個々の資金提供契約において知的財産の所有権、開示、政府の権利に関する特定の条項を含む場合がある。例えば、Innovate UK

の契約条項では、報告の義務を定める。

• Copyright, Designs and Patents Act 1988（CDPA、 1988年著作権・意匠・特許法）：発明が著作権や意匠権に関連するもの

である場合、双方の保護が適用される。重複が生じる場合は、ライセンス契約等を通じて管理される

• Export Control Act 2002：国家安全保障や国際義務を保護するために、軍事品およびデュアルユース品等の特定の技術や製品に該

当する場合、輸出が規制される

シンガポー

ル

• 戦略物資（管理）法（SGCA）：民生用と軍事用の両方に使用できる可能性がある発明や技術を扱う場合に影響を受ける。国家

安全保障が優先され、発明がSGCAの対象となる技術を含む場合、追加の輸出規制とコンプライアンス要件が適用される
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米国は対象発明に係る権利を所有する受託者の報告責任を明確にするため、報告期限を明確にした。

日本では研究開発成果等の報告義務があるものの、具体的な期日が定められていない

3. 類似点・相違点の背景

国 基本構造（制度の適用の条件）

日

本

• 特定研究開発等成果が得られた場合には、遅滞なく、国にその旨を報告する

• 公共の利益のために必要がある場合、無償で国に当該特許権等を利用する

権利を許諾する

• 正当な理由なき成果の不活用の場合に第三者に対する利用を許諾する

• 特定研究開発等の成果に係る特許権等を他者に移転し、又は専用実施権

等を設定する場合には、あらかじめ国等の承認を受ける

• 特許の出願時には、令和(事業年度)年度、(委託元)省、(事業名)委託事業

或いは請負事業、産業技術力強化法第１7条の適用を受ける特許出願など

の分掌を記載する

• また、特許の出願時には、令和(事業年度)年度、(委託元)省、(事業名)委託

事業或いは請負事業、産業技術力強化法第１7条の適用を受ける特許出

願などの分掌を記載する必要がある

米

国

• 「契約当事者」は、発明者が「契約当事者」に発明事項を開示してから2カ月

以内に補助金を授与した連邦政府機関に報告したうえで、権利を自ら取得す

るか否かを連邦政府機関に通知しなければならない

• 連邦政府機関に「対象発明」を開示してから2年以内、または連邦政府機関

の判断により、特許保護を受けられる法定期間（公開、販売、公的利用によ

り開始）の終了60日以上前の日付までに「対象発明」の権利を取得するかど

うかを選択しなければならない

• 「契約当事者」は、選択してから1年以内、または法定期間が終了する前に発

明に関する最初の特許出願を行わなければならない

• 特許明細書に、「発明が連邦政府機関によって「資金提供契約」による政府の

支援を受けており、連邦政府が一定の権利を有する」ことを記載しなければなら

ない

相違点の理由や背景

発明を行った研究機関や大学が発明を保持できる要件1,2:

• 改定履歴:

修正は1回のみ。2018年5月14日に改訂された。Bayh-

Dole Actの改正は、2018年5月14日以降に締結されるす

べての新規資金提供契約に影響する。当改訂では、研究

を請け負う機関、大学の報告期限を明確にした。

• 研究を請け負う機関、大学が適切な開示や選択を

行わなかった場合に政府が発明の所有権を主張でき

る60日間の制限が撤廃された。これにより、研究を請

け負う機関、大学がBayh-Dole Actの開示および選

択要件を遵守していないことが判明した後、政府は発

明の所有権を主張できる期間に制限がなくなった。

• 特許審査を中止する決定は、法定期限の60日前ま

でに政府に通知する必要がある (以前の30日間の通

知期間から長期化)。

• 仮特許出願を非仮特許出願に変更するための通知

期限は、出願期間満了の60日前に政府に通知する

ため、優先権から10ヶ月とされた。

• 目的:

期限を厳格化し義務を明確化することで、研究を請け負う

機関、大学の報告責任を明確にし、監督とコンプライアン

スを強化した。

出所:
1 Federal Register, Rights to Federally Funded Inventions and Licensing of Government Owned Inventions; https://www.federalregister.gov/documents/2018/04/13/2018-07532/rights-to-federally-funded-

inventions-and-licensing-of-government-owned-inventions

2 University of Wisconsin-Madison, Bayh-Dole Act: Regulations Impacting Ownership of Patent Rights; https://research.wisc.edu/bayhdole/
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米国のBayh-Dole Actは非営利団体や小規模企業を対象としていたが、対象は事業規模に関わらな

いとされた。日本は策定当初より、対象の事業規模を限定していなかった

3. 類似点・相違点の背景

国 基本構造（制度の非適用の条件）

日

本

• 適用条件に合意しない、或いは満たさなかった場合は適用対象外として、発明

に係る権利を国がを保持する権利を失う

• 補助・助成事業は日本版バイ・ドール制度の適用対象外

• 権利者となる受託者に権利行使やライセンス活動を十分に行う体制がない場

合や再委託先の権利を受託者に集約する必要がある場合、または、将来事

業化を担う技術研究組合（CIP）を設立し、そこに権利を集中させる場合等、

知財合意書などで個別のプロジェクトや機関ごとに決定されることもある

米

国

• 報告を怠った場合など、適用条件を満たさなかった場合、発明に係る権利を取

得できる権利を失う

• 研究以外を目的とした助成金（旅行助成金、会議助成金、訓練助成金）

にはBayh-Dole Actは適用されない

• 大統領令12591に基づき、Bayh-Dole Actの適用条件には、企業の大きさに

依存しないとされたが、各連邦政府機関の規則やガイドライン、個別の資金提

供契約も影響する

• 省庁が個別に規則やガイドラインを作成している場合は、それらの規制も受ける

• 法律に明記されている以下の状況では、 Bayh-Dole Actは適用されず、 発明

は政府または連邦機関に帰属する：

• 対外諜報活動または防諜活動に関与する政府当局が、受託者に所有

権を所有させると諜報活動の安全が脅かされると判断した場合

• DOE の下で政府所有で受託者が運営する施設（Government-

owned, Contractor-operated、GOCO）施設での研究によって生まれ

た発明に係る権利を所有を選択する権利は、海軍の原子力推進または

兵器プログラムに関連する発明に限定される

出所:
1 Title 35 of the United States Code – Patents, Part II - Patentability of Inventions and Grant of Patents, Chapter 18 - Patent Rights in Inventions Made with Federal Assistance;

https://www.govinfo.gov/content/pkg/USCODE-2011-title35/html/USCODE-2011-title35-partII-chap18.htm
2 Executive Order 12591--Facilitating access to science and technology; https://www.archives.gov/federal-register/codification/executive-order/12591.html
3 JETRO, 日本企業が米国大学等と技術に関連して連携する際の留意点; https://www.jetro.go.jp/ext images/ Ipnews/us/2023/202303.pdf

相違点の理由や背景

Bayh-Dole Actが適用される企業の規模:

• 改定履歴:

• Bayh-Dole Actは、制定時には「the University and 

Small Business Patent Procedures Act of 1980」

という法律名でも知られていたように、連邦政府が支

援する研究開発活動への小規模企業の参加を奨励

し、発明が活用されることを目的としていた。従って、対

象は非営利団体や小規模企業に限られていた。1

• Executive Order 12591--Facilitating access to 

science and technologyは、1987年にレーガン大統

領によって発令された。これによりBayh-Dole Actが大

企業にも拡大されることになった。ただし、”patentable 

results of federally funded research by granting 

to all contractors, regardless of size, the title to 

patents made in whole or in part with Federal 

funds, in exchange for royalty-free use by or on 

behalf of the government”に含まれたものの、依然、

小規模企業を中心とする内容で、全ての内容が全企

業に適用されるわけではなく、個別の規則やガイドライ

ン、契約に基づく必要がある。2,3

• 目的:

発明を新しい製品およびプロセスの開発に移行することで

技術基盤を拡大し、発明の活用機会を増やす。
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米国の政府の介入権は、発明の実用化のためにも発動される可能性がある。日本は、公共の利益、防

衛のために介入することのみを認めている

3. 類似点・相違点の背景

国 その他、他国と比較した特徴

日

本

• 国が公共の利益のために必要がある場合、当該知的財産権を無償で国に実施許諾

することが要件となっている

• バイ・ドール制度が適用される安保研究制度においては、「自らの用に供するため又は

その他に必要があるとしてその理由を明らかにして求める場合」とあり、防衛装備庁の

求めに応じて無償で実施許諾することが義務付けられている

• プロジェクト期間中の実施はバックグラウンドIPについても当事者間に有償とする合意

がない限り無償実施が許諾される。事業化においても合理的な理由がない限りプロ

ジェクトの成果の事業化に必要な範囲で有償/無償での実施許諾が義務付けられる

米

国

• 一定の場合、連邦政府機関が受託者に対して対象発明を第三者に対して技術の実

施権を付与することを強制できる

• 特許権者が対象発明の実用化を達成するための有効な措置を講じていない場合

• 特許権者が満たしていない健康または安全上のニーズを軽減するための措置が必

要な場合

• 連邦規則で定められた公共の使用を満たすために措置が必要な場合

• 特許権者が米国内で実質的に製造できなかった場合

• バックグラウンド特許が対象発明の実用化に必須である場合、連邦政府機関は、第

三者に技術の実施権を付与することを求めることが可能

• 受託者が、米国での独占的ライセンスを他者に与えるためには、その他者が「対象発

明」を具体化する製品または、「対象発明」を実施する製品を実質的に米国内で製

造することに合意することが条件。受託者から「対象発明」の譲渡を受けた譲受人が

第三者に技術の実施権を付与する場合にも適用される。合理的な努力をしても、類

似の条件状況下で、米国内で製造することができるライセンシーを探すことが困難であ

る、または、米国内での製造が現状に基づき経済的観点から実現不能であることを受

託者等が立証した場合には、連邦政府機関が米国内での製造制限を放棄すること

が可能

相違点の理由や背景

March-in Rights1:

• 改定履歴:

March-in Rightsは、Bayh-Dole Actが導入された

際より含まれていた。政府は、連邦政府資金による

研究で得られた特許を所有できることを可能にした一

方で、特許所有者が製品の開発や商品化を不当に

拒否した場合など、必要な状況において、連邦政府

資金による特許の利用に介入し、特許を第三者に

再ライセンスして実用化を働きかける権利を留保した。

• 目的:

バイ上院議員とドール上院議員の、2002年、ワシン

トン・ポスト紙に掲載された論説に対する編集者宛へ

の手紙（下記）によると、March-in Rightsは連邦

政府の資金提供を受けた発明の開発と商業化への

民間投資を奨励するために設計された、より大規模

な枠組みである。

• Bayh-Dole Actは、政府が決定すべき適正価

格については何も言及していない。この省略は意

図的なものであり、同法の主な目的は、民間部

門が独自の研究に集中するのではなく、官民の

研究協力を求めるように促すことである。同法は、

結果として得られる製品の価格や企業の収益

性に紐づかず、発明を製品として商品化すること

に成功しなかった場合にのみ、介入を認めている。
出所:
1 Federalist Society, The Bayh-Dole Act and the Debate Over “Reasonable Price” March-In Rights - https://fedsoc.org/commentary/fedsoc-blog/the-bayh-dole-act-

and-the-debate-over-reasonable-price-march-in-rights
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米国は再輸出に加え、全品目を対象とする制度EAR99もあり、日本より厳格な輸出規制を採用

3. 類似点・相違点の背景

国 国家安全保障に関連する研究の取扱い(技術の輸出) 国家安全保障に関連する研究の取扱い(外国出願)

日

本

• 輸出貿易管理令（輸出令）及び外国為替及び外国貿

易法（外為令）にて、指定された軍事転用の可能性が

特に高い機微な貨物に該当する場合には、貨物の輸出先

や技術の提供先がいずれの国であっても事前に経済産業

大臣の許可を受ける必要があると規定されている（リスト

規制・キャッチオール規制の2つから構成される）

• 経済安全保障推進法にて特定技術の流出の管理を強化

• 不正競争防止法において外国企業や組織による日本の

技術の不正取得を制限し、技術流出リスクを抑制

• 国境をまたぐ技術の輸出に加え、日本国内の居住者から

非居住者に対する提供を管理するが、入国後６ヶ月経過

または国内の事務所に勤務する外国人は居住者として対

象外

• 技術の再輸出は管理されていない

• 基礎科学技術や、学会発表・論文発表・特許出願等に

より公知となった技術については、貿易管理の対象外

• 1948年特許法の一部改正に伴い秘密特許制度が廃

止されたが、経済施策を一体的に講ずることによる安

全保障の確保の推進に関する法律（令和4年法律

第43号）において、特許出願非公開制度を導入した。
2

• 特許庁での全て1の特許出願に対して行われる第一次

審査と、内閣府での保全審査の二段階で非公開にす

るかどうかが審査される。保全審査対象となった発明

は、外国出願が禁止される。2

• 国家及び国民の安全を損なう事態を生ずるおそれが

大きい発明が含まれ得る、或いは経済活動やイノベー

ションへの影響が大きい特定技術に該当する発明で保

全指定された場合は定められた1年以内の範囲で保

全指定の期間（期間延長の必要があり、延長された

場合はその期間）が終了するまで公開、発明の実施、

外国出願が制限される。2

米

国

• 武器品目はThe Arms Export Control Act及び下位規

範のThe International Traffic in Arms Regulation

（ITAR）、デュアル製品はExport Control Reform Act

（ECRA）及び下位規範のExport Administration 

Regulations（EAR）によって規制される。Commerce 

Control List（規制品目リスト、CCL）に掲載された品目

は、原則、米国の輸出許可が必要。CCL掲載品目ではな

い品目（EAR99）も輸出先等により許可が必要となる。

• 米国で製造されていなくとも、米国の技術・ソフトウェアを用

いて開発された技術・ソフトウェア等については、「直接製

品」としてEARの規制対象となる場合がある

• 再輸出や、米国内の外国人（米国籍を持たず、永住権

を持たない者）に対する技術開示も対象となる

• 「合衆国政府が財産上の権利を有する発明」では、関

係政府機関の長の見解により国家の安全を害すると

判断された場合に、特許局長はその旨の通知を受け、

特許局長が秘密を所有すべき命令を出願人に通知し、

出願の公開及び特許の付与が留保される。3

• 「合衆国政府が財産上の権利を有さない発明」では、

特許局長の見解により国家の安全を害すると判断さ

れた場合に、当該特許出願を原子力委員会、国防

長官及び大統領が合衆国の防衛機関として指定する

政府の他部門又は機関の主席官の調査に委ねる。3

• DoD（国防総省）との契約に基づき、生まれた技術

は政府が全部或いは一部を管理し、必要な場合は政

府が利用することができる

相違点の理由や背景

輸出管理:

• 改定履歴1,2:

Export Administration Act of 

1979（EAA、輸出管理法）が

制定されていたが、条文の規定に

より1994年に失効した後、行政

命令を更新することで輸出管理

規制を行っていた。2018年トラン

プ政権がEARを発効し、輸出管

理を厳格化した

• EARには、米国の国家安全保障

の観点から輸出等の管理対象と

すべき分野として、新興技術およ

び基盤的技術の分野が加えられ

た

• 目的2:

技術の進歩に伴い、民生用と軍

事用の技術の境目が曖昧になっ

ている中、輸出の規制を厳格化

し、米国の安全保障にとり重要

な技術の国外への流出を防ぐ

• 米国の安全保障のために、科学、

技術、工学、製造部門などにお

いて、米国がリーダーシップを維持

する

出所:   1,Business & Law LLC.,米国輸出管理規則（EAR）の基礎知識; https://businessandlaw.jp/articles/a20231226-1/
2 JETRO,厳格化する米国の輸出管理法令 ; https://www.jetro.go.jp/ext images/ Reports/01/b83139a6b2a40b02/20190012.pdf
3 令和4年度特許委員会第1部会,特許出願非公開制度に関する諸外国の制度の調査結果; https://jpaa-patent.info/patent/viewPdf/4432
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米国では、規制品目に該当していないとしても、全ての物品、技術は仕向け地や用途によって規制の対

象となる可能性がある

3. 類似点・相違点の背景

◼ 日本1：
⚫ 外為法では、別表にて規制品目を定めており、大量破壊兵器やその他の通常兵器の開発等に用いられるおそれが高い特定の機微な貨物や技術

が含まれている。

⚫ 加えて、キャッチオール規制がされており、規制リストに掲載されていない貨物を輸出・技術を提供する場合でも、その用途によって許可が必要となる。

◼ 米国2：
⚫ EARの対象となる品目は、「米国内にある全ての品目」、「米国原産の全ての品目」、「米国原産の輸出規制産品が組み込まれたもの」など、非常

に広く設定されており、EARで、事前許可取得が不要、或いは、許可例外とされない限り、原則輸出許可を必要とする。

⚫ 軍事品、原子炉、核燃料、特許申請等の形など、他省によって管理される物品、技術以外の品目はECRA・EARで規制される品目が制御される

⚫ Trading with the Enemy Act（敵対国との貿易に関する法）やInternational Emergency Economic Powers Act （国際緊急経済権限法、

IEEPA）、その他の経済制裁に関連する法令に基づき、米国が実施する各種経済制裁措置の一環として行われる特定国、地域、団体、個人、

用途等への輸出を含む、EARで規制される一般禁止事項に該当する場合、許可が必要となる

品目 日本 米国

兵器 リスト規制品目

輸出貿易管理令別表第一の1～15の項

The Arms Export Control Act（武器輸出管理法）

デュアルユース

品目

兵器の開発に転用

可能な高度技術

Export Control Reform Act（ECRA、輸出管理改革

法）及び、Export Administration Regulations

（EAR）

その他 キャッチオール規制品目

• 輸出令別表第一（16項）に該当する貨物

• 外為法別表（16項）に該当する技術

米国独自規制品目

• 一般禁止事項に該当するもの

• 例えば、規制されている仕向け地への輸出、規制

されている人物や事業者への輸出など
非規制品目

（食料、木材等）

日本、米国の規制品目の定め方3

出所: 
1,3 ,CISTEC事務局,ロシアのウクライナ侵攻等に対する 米国の対ロシア、ベラルーシ関連の輸出規制強化の概要; https://www.cistec.or.jp/service/zdata russia/20220304.pdf
2 JETRO,厳格化する米国の輸出管理法令 ; https://www.jetro.go.jp/ext images/ Reports/01/b83139a6b2a40b02/20190012.pdf
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日米の技術移転に関する制限は以下の通り

3. 類似点・相違点の背景

制度名 項目 日本 米国

バイ・ドー

ル制度

対象品目 特に定めなし 特に定めなし

対象とな

る移転元

及び移転

先

移転元：定めなし

移転先：国内・国外企業に対して移転または専用実施権の設

定を行う場合、原則事前承認が必要。

但し、移転先が以下の場合には許可が不要1：

• 特許権等を保有する者の合併または分割時の相手企業

• 株式会社からその子会社または親会社

• 承認/認定TLO

• 技術研究組合からその組合員である企業等

以下は、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律第

41条に基づき報告が必要とされている2

• 当該移転等が、我が国の国際競争力の維持に支障を及ぼ

すこととなる研究開発の成果の移転

移転元：該当する発明に係る権利を有する団体が非営利団体の場合、移転先を問

わず技術移転に際し、連邦政府の許可が必要

35 U.S.C. § 202(c)(7)(A)5

(7)非営利団体の場合

(A)連邦政府機関の承認なしに米国内で対象発明の権利を譲渡することを禁止。

ただし、発明の管理を主要機能の 1 つとする組織に譲渡する場合は除く

移転先：定めなし

輸出規

制

対象品目 国際平和及び安全の維持を妨げる可能性があるとして政令で定

める特定の種類の貨物の設計、製造若しくは使用に係る技術3

• リスト規制品目：武器、原子力、化学兵器、ミサイル、先端

素材、材料加工、エレクトロニクス（集積回路含む）、電子

計算機、通信、センサー、航法装置、海洋関連、推進装置

に係る貨物や技術など

• キャッチオール規制品目：ホワイト国と呼ばれる国以外の国に

対する、大量破壊兵器や通常兵器の開発などに使用される

可能性のある貨物や技術

事前許可取得が不要、或いは、許可例外とされない限り米国内の全ての品目、米国

原産の全ての品目など幅広い品目が対象。これらの対象の内、以下に該当するものに

ついて許可の取得が義務付けられる。6

❶Commerce Control Listに含まれるもの6

• 米国の安全保障にとって不利益となる外国の潜在的軍事力に重要な貢献をし得

る品目や米国の対外政策の推進、また、米国が宣言した国際的義務を果たすため

に、規制が必要な品目。例えば核物質、化学物質など。

• 不可欠な新興技術および基盤的技術。例えば生命工学や人工知能・機械学習

技術、測位システム、マイクロプロセッサー技術、量子情報・センシング技術など

対象とな

る移転先

• 国外への技術輸出のみならず、非居住者への技術移転も対

象。但し、入国後６ヶ月経過後または国内の事務所に勤務

する外国人は居住者として対象外となる4

• 特定の外国/非居住者に提供する取引が規制される4

• 国外への技術輸出のみならず、米国内の外国人（米国籍を持たず、永住権を持

たない者）への技術移転も対象6

• 特に、以下の場合に輸出許可の義務を生じる。6

①仕向地（輸出対象国、地域等）別に定められた品目に該当する場合

②最終用途、最終ユーザーが政策上問題視する対象に含まれる場合

• EAR の対象ではあるが、規制のレベルが最も低く、分類に当てはまらない品目であっ

ても、①、②により、輸出許可の義務を生じる可能性がある。6

出所: 1 経済産業省; https://www.meti.go.jp/policy/economy/gijutsu kakushin/innovation policy/Bayh Dole QA.pdf, 2 e-gov, 化学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律; https://laws.e-

gov.go.jp/law/420AC0100000063/, 3 経済産業省, 安全保障貿易の概要; https://www.meti.go.jp/policy/anpo/anpo02.html, 4 CISTEC事務局,ロシアのウクライナ侵攻等に対する 米国の対ロシア、ベラルーシ関連の輸出規制強化

の概要; https://www.cistec.or.jp/service/zdata russia/20220304.pdf, 5 Legal Information Institute; https://www.law.cornell.edu/uscode/text/35/202, 
6 JETRO,厳格化する米国の輸出管理法令 ; https://www.jetro.go.jp/ext images/ Reports/01/b83139a6b2a40b02/20190012.pdf
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参考）知的財産に関する国連機関であるWIPOは、技術移転にはライセンス契約も含むとしている

5. 参考）特許技術の輸出に関する制限｜米国

出所:
1 World Intellectual Property Organization, What are the types of technology transfer agreements? - https://www.wipo.int/en/web/technology-

transfer/agreements

ガイドラインの引用

What are What are the types of technology transfer agreements?

Technology transfer licensing agreements

Licensing agreements are legally binding contracts where the owner of intellectual property (IP) in a valuable technology 

(the licensor), gives someone else (the licensee) permission to use that IP in ways (terms) that are spelled out in the 

agreement.

These terms determine the rights of the licensee: a broad license for any purpose in any territory and field of use, or a 

narrow license only for distribution or manufacturing in defined territories or technologies, or somewhere in between.

Assignments of intellectual property rights

An assignment of IP rights involves the transfer of ownership of IP (patent, utility model, trademark, copyright, know-how 

protected by a trade secret etc.) from the owner (assignor) to the assignee (physical or legal entity) with permanent 

effect.

The assignment contract must accurately identify the subject matter of what is assigned. In case of patented inventions 

for instance, this may include granted patents but also provisional patent applications, including PCT applications, or 

trade secrets that are intended to remain as such.

The difference between licensing and assignment of IP is that in licensing relations the right to use the IP is temporarily 

transferred to the licensee, often giving the licensor the right to continue to exploit the same IP in a different field of use 

or territory. Under negotiated conditions a licensing agreement can be terminated and all rights transferred back to the 

licensor. On the other hand, an assignment of IP rights has a definitive effect, like selling tangible assets, thus the former 

owner will be permanently divested of the ownership.

Confidentiality agreements

Non-disclosure agreements (NDAs) or confidentiality agreements are legally binding agreements not to disclose 

confidential information that a party has learned, or not to use it for any purposes other than those specified in the 

agreement.

They are often used before an IP license or other agreement is established, when the licensee wishes to have further 

detailed information about the IP or technology concerned. In the context of a collaboration agreement for instance, 

both parties may take an obligation not to disclose or use the information regarding background IPRs of the other party.

World Intellectual Property organization, What are the types of technology transfer agreements? - https://www.wipo.int/en/web/technology-
transfer/agreements

World Intellectual Property 
Organization（WIPO）

知的財産の保護及び利用の促
進を支援する国連機関。193の国

が加盟する（2025年2月時点）。

契約内容によって個別判断される

部分もあるが、多くの国で利用さ

れる一定の枠組みとして「技術移

転契約ガイドライン」などを提供す
る。

技術に関する知識と情報の移転

には、公式なチャネルと非公式な
チャネルが存在する。

• 公式なチャネルは、技術移転

協定或いは契約を締結するも

ので、ライセンス契約、知的財

産の譲渡、秘密保持契約など
がある。

• 非公式なチャネルは、出版、講

義、会議、プレゼンテーション、

交流、個人的な接触時の伝
達などがある。

























































190Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

日本以外の対象国において、技術移転オフィスに限らない発明を促す仕組みがあり、大学や研究機関

の発明の商業化と産学間の技術移転を促進する複数のメカニズムがある

7. 参考）産学連携促進のための制度・仕組み

カテゴリー
対象国

アメリカ ドイツ フランス 英国 シンガポール

技術移転オ

フィス

（TTO）

• 国内に200以上の大学

の技術移転オフィスがあ

る。

• 応用科学系の大学は約

100校あり、各大学は主

に技術移転オフィスを所

有している。

• 個々の研究機関が独自

の技術移転オフィスを所

有していることが多い。

• SATTs（Sociétés

d‘Accélération du 

Transfert de 

Technologie）は特に

中心となる組織として技

術移転を促している。

• 技術移転オフィスを設置

している大学が90校以

上ある。

• 主要大学や公的研究

機関は技術移転オフィス

を設置している。

政府系の技

術移転組織

• 全米科学財団

（NSF）：産学共同

研究センター

（IUCRC）プログラム

• The German Agency 

for Transfer and 

Innovation（DATI、ド

イツ技術移転・イノベー

ション機構）

• CNRS Innovation：

National Center for 

Scientific Research

（CNRS、国立科学研

究センター）の子会社

• Government Office 

for Technology 

Transfer (GOTT、政府

技術移転局）：公共

部門内で開発されたイノ

ベーションの商業化を促

進する政府横断的ユ

ニット

• Knowledge Transfer 

Partnership

（KTPs）：企業と学

術機関の協力関係を構

築することで、イノベーショ

ンと成長を促進すること

を目的としたイニシアチブ

• National Research 

Foundation (NRF): 

National Graduate 

Research Innovation 

Programなどの産学連

携プログラムを展開






























